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総則第１章

（趣旨）

この要項は、個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号。以下第１

「法」という ）第 76条から第 106条及び国立大学法人埼玉大学の保有する個。

人情報の保護に関する規則第 34条に基づき、本学における保有個人情報の開

示請求、訂正請求及び利用停止請求並びに審査請求の取扱いに関し、必要な

事項を定める。

開示請求第２章

（開示請求の受付）

学長は、法第76条第１項に規定する開示請求があった場合は、第14に定める第２

情報公開室において次の各号に定めるところにより受け付けるものとする。

(1) 開示請求を受け付けるときは、開示請求者に保有個人情報開示請求書（別紙

第１号様式）又は保有個人情報開示請求書（特定個人情報用 （別紙第１ー２）

号様式 （以下「開示請求書」という ）を提出させるものとする。この場合） 。

において、請求内容に形式上の不備があるときは、開示請求者に参考となる情

報を提供し、その補正を求めるものとする。

(2) 開示請求書を受理するときは、法第77条第２項に定める保有個人情報の本人

であることを示す書類の提示又は提出を求めるものとする。ただし、法第76条

第２項に定める未成年者若しくは成年後見人の法定代理人又は本人の委任によ

る代理人（以下「代理人」という ）が保有個人情報の本人に代わって開示請。

求をする場合にあっては、開示請求書と併せて戸籍謄本、委任状（別紙第２号

様式、特定個人情報に係る開示請求の場合は別紙第２－２号様式）その他その

資格を証明する書類の提示又は提出を求めるものとする。

(3) 開示請求書を受理したときは、開示請求者に開示請求書の写しを交付すると

ともに、同写しを当該保有個人情報を保有する部局等に送付する。



（開示請求手数料）

開示請求者から開示請求書を受理するときは、開示請求手数料として法人文第３

書１件につき300円を現金又は本学が発する請求書により徴収するものとする。

ただし、特定個人情報に係る開示請求を行う場合において、経済的困難その他特

別の理由があると学長が認めるときは、当該手数料を免除することができる。

２ 前項ただし書きの規定による手数料の免除を受けようとする者は、保有個人情

報開示請求書（特定個人情報用）(別紙様式第１ー２号様式)の提出を行う際に、

併せて当該免除を求める理由を記載した開示請求に係る手数料の免除申請書(別

紙第３号様式)を学長に提出しなければならない。

３ 前項の申請書には、特定個人情報に係る本人が生活保護法(昭和25年法律第144

号 )第 11条第１項各号に掲げる扶助を受けていることを理由とする場合にあって

は当該扶助を受けていることを証明する書面を、その他の事実を理由とする場合

にあっては当該事実を証明する書面を添付しなければならない。

４ 学長は、前２項の書面により、手数料を納付する資力がないと認める場合は、

開示請求者に対し、開示請求に係る手数料の免除決定通知書(別紙第４号様式)に

より免除する旨を通知するものとする。手数料を納付する資力がないと認められ

ない場合は、開示請求に係る手数料の免除をしない旨の決定通知書(別紙第５号

様式)により、免除の理由に該当しない旨を開示請求者に通知するものとする。

（開示等の検討）

学長は、保有個人情報の開示、不開示（以下「開示等」という ）を検討す第４ 。

るに当たって、当該保有個人情報を保有する保護管理者の意見を求めることがで

きるものとする。

（開示の決定）

学長は、法第77条第３項に規定する補正に要した日数を除き、開示請求があ第５

った日から30日以内に開示等の決定をするものとする。

２ 学長は、法第83条第２項の規定により開示等の決定を更に30日以内の期間で延

長するときは、保有個人情報開示決定延期通知書（別紙第６号様式）により当該

開示請求者に通知しなければならない。

３ 学長は、法第84条の規定により開示請求に係る保有個人情報のうち相当の部分

を除く残りの部分について決定する期間を延長するときは、保有個人情報開示決

定特例延期通知書（別紙第７号様式）により当該開示請求者に通知しなければな

らない。

４ 学長は、法第85条第１項の規定により事案を他の行政機関の長等に移送すると

きは、保有個人情報の開示請求に関する事案の移送通知書（別紙第８号様式）に

より当該開示請求者に通知しなければならない。

５ 学長は、法第86条第１項及び第２項の規定により第三者から意見を聴取すると

、 （ （ ）きは 保有個人情報の開示請求に関する意見について 照会) 別紙第９号様式

により当該第三者に通知しなければならない。

６ 学長は、法第86条第３項の規定により意見書の提出の機会を与えられた第三者

が、当該第三者に関する情報の開示に反対の意思を表示した保有個人情報の開示



決定等に関する意見書（別紙第10号様式）を提出した場合において、当該第三者

の意に反して開示するときは、反対意見に係る保有個人情報開示決定通知書（別

紙第11号様式）により当該第三者に通知しなければならない。

７ 学長は、開示等の決定をしたときは、保有個人情報開示決定通知書（別紙第12

号様式）又は保有個人情報不開示決定通知書（別紙第12－２号様式）により当該

開示請求者に通知しなければならない。

（開示の実施方法）

保有個人情報の開示の実施方法については、国立大学法人埼玉大学における第６

文書開示方法及び開示手数料に関する申合せ第２の規定を準用する。この場合に

おいて、同第１号中「情報公開取扱要項第６第１項ただし書き」とあるのは「個

人情報の保護に関する法律第87条第１項ただし書き」と読み替えるものとする。

２ 学長は、文書の開示を受ける者から法第87条第３項の規定により開示の実施方

法の申出書（別紙第13号様式）が提出されたときは、開示を受ける者の便宜を図

って開示を実施するものとする。

３ 保有個人情報の開示は、原則として情報公開室において実施するものとする。

ただし、開示請求者の便宜を図り、当該保有個人情報を保有する部局等において

実施できるものとする。

４ 開示を受ける者が文書の写しの送付による開示の実施を希望する場合には、郵

送料を郵便切手等で徴収し情報公開室において文書の写しを送付するものとす

る。

（移送された事案）

法第85条第２項の規定により他の行政機関の長等から移送された事案に係る第７

開示等の検討及び決定並びに開示の実施については、第４から第６までの規定に

準じて行うものとする。

（入試成績に関する適用除外）

、 、第７の２ 入学試験の成績の開示請求について 本学が別に定める期間においては

第２から第６までの規定にかかわらず、別に定める方法により取り扱うものとす

る。

訂正請求第３章

（訂正請求の受付）

学長は、法第91条第１項の規定により保有個人情報の訂正請求を受け付ける第８

ときは、訂正請求者に保有個人情報訂正請求書（別紙第14号様式）又は保有個人

情報訂正請求書（特定個人情報用 （別紙第14－２号様式 （以下「訂正請求書」） ）

と言う ）を提出させるものとする。この場合において、請求内容に形式上の不。

備があるときは、訂正請求者にその補正を求めるものとする。

２ 訂正請求書を受け付けるときは、法第91条第２項に定める保有個人情報の本人

であることを示す書類の提示又は提出を求めるものとする。ただし、代理人が保

有個人情報の本人に代わって訂正請求をする場合にあっては、訂正請求書と併せ

て戸籍謄本、委任状（別紙第15号様式、特定個人情報に係る訂正請求の場合は別

紙第15－２号様式）その他その資格を証明する書類の提示又は提出を求めるもの



とする。

（訂正等の決定）

学長は、法第91条第３項に規定する補正に要した日数を除き、訂正の請求が第９

あった日から30日以内に訂正又は訂正をしないことの決定をし、その旨を保有個

人情報訂正請求に対する決定通知書（別紙第16号様式）により訂正請求者に通知

しなければならない。

２ 学長は、法第94条第２項の規定により訂正決定を更に30日以内の期間で延長す

るときは、保有個人情報訂正決定延期通知書（別紙第17号様式）により当該訂正

請求者に通知しなければならない。

３ 学長は、法第95条の規定により訂正請求に係る保有個人情報の決定期間を延長

するときは、保有個人情報訂正決定特例延期通知書（別紙第18号様式）により当

該訂正請求者に通知しなければならない。

４ 学長は、法第96条第１項の規定により事案を他の行政機関の長等に移送すると

きは、保有個人情報の訂正請求に関する事案の移送通知書（別紙第19号様式）に

より当該訂正請求者に通知しなければならない。

（移送された事案）

法第96条第２項の規定により他の行政機関の長等から移送された事案に係第１０

る訂正請求の検討及び決定については、第９第１項から第３項までの規定に準じ

て行うものとする。

利用停止請求第４章

（利用停止請求の受付）

学長は、法第99条第１項の規定により保有個人情報の利用の停止、消去又第１１

は提供の停止の請求を受け付けるときは、利用停止請求者に保有個人情報利用停

（ ） （ ）止請求書 別紙第20号様式 又は保有個人情報利用停止請求書 特定個人情報用

（別紙第20－２号様式 （以下「利用停止請求書」と言う ）を提出させるもの） 。

とする。この場合において、請求内容に形式上の不備があるときは、利用停止請

求者にその補正を求めるものとする。

２ 利用停止請求書を受け付けるときは、法第99条第２項に定める保有個人情報の

本人であることを示す書類の提示又は提出を求めるものとする。ただし、代理人

が保有個人情報の本人に代わって利用停止請求をする場合にあっては、利用停止

請求書と併せて戸籍謄本、委任状（別紙第21号様式、特定個人情報に係る訂正請

求の場合は別紙第21－２号様式）その他その資格を証明する書類の提示又は提出

を求めるものとする。

（利用停止等の決定）

学長は、法第99条第３項に規定する補正に要した日数を除き、利用停止の第１２

請求があった日から30日以内に利用停止又は利用停止をしないことの決定をし、

その旨を保有個人情報利用停止請求に対する決定通知書（別紙第22号様式）によ

り利用停止請求者に通知しなければならない。

２ 学長は、法第102条第２項の規定により利用停止決定を更に30日以内の期間で

延長するときは、保有個人情報利用停止決定延期通知書（別紙第23号様式）によ



り当該利用停止請求者に通知しなければならない。

３ 学長は、法第103条の規定により利用停止訂正請求に係る保有個人情報の決定

期間を延長するときは、保有個人情報利用停止決定特例延期通知書（別紙第24号

様式）により当該利用停止請求者に通知しなければならない。

審査請求第５章

（審査請求）

学長は、開示決定等、訂正決定等、利用停止決定等又は開示請求、訂正請第１３

求若しくは利用停止請求に係る不作為について審査請求があったときは、法第10

5条第１項の規定により情報公開・個人情報保護審査会に諮問しなければならな

い。

２ 学長は、情報公開・個人情報保護審査会に諮問をしたときは、法第105条第２

項に掲げる者（以下「審査請求人等」という ）に対し、情報公開・個人情報保。

護審査会への諮問に関する通知書（別紙第25号様式）により通知しなければなら

ない。

３ 学長は 審査請求に対する決定をしたときは 審査請求に対する決定通知書 別、 、 （

紙第26号様式）により審査請求者等に通知しなければならない。

雑則第６章

（窓口）

法第 125条の規定に基づき、開示請求、訂正請求及び利用停止請求を第１４

しようとする者の利便を図るため、本学に情報公開室を置く。

（事務）

保有個人情報の開示請求、訂正請求及び利用停止請求並びに審査請求に関第１５

する事務は総務部総務課において処理する。

附 則

１ この要項は、平成17年４月１日から施行する。

２ 削除

(平成17.６.30）附 則

この要項は、平成17年６月30日から施行し、平成17年４月１日から適用する。

(平成17.９.30）附 則

この要項は、平成17年10月１日から施行する。

(平成18.４.１）附 則

この要項は、平成18年４月１日から施行する。

(平成24.９.25）附 則

この要項は、平成24年９月25日から施行し、平成24年７月９日から適用する。

(平成29. 3.23）附 則

この要項は、平成29年３月23日から施行する。

(令和４. 7.28）附 則

この要項は、令和４年７月28日から施行し、令和４年４月１日から適用する。
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